
○ 世界の穀物及び大豆の需給と世界人口の動向 ○ 穀物及び大豆の需要の品目別内訳

資料：USDA PS&D Online dataより作成資料：USDA PS&D Online data, 
UN World Population Prospects: The 2024 Revisionより作成
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〇 2024年における世界の主要穀物等の需要量は、1970年に比べ、小麦が2.4倍、米が2.5倍、
とうもろこしが4.6倍、大豆が9.0倍とそれぞれ増加しており、総人口の伸び率2.2％を上回って増加。

〇 需要量の増加に対して、生産量も増加。短期的には豊凶等による変動はあるがCOVID-19
パンデミック以前は生産量が需要量をやや上回り、近年は生産量と需要量がほぼ均衡。  

出典：農林水産政策研究所「世界の食料需給の動向と中長期的な見通し」（令和8年3月）22
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日本 米国 EU(27) 英国 豪州 中国 韓国
仏 独

農林水産業総生産
（億米ドル） 385 2,697 3,032 411 382 235 456 13,423 273

対GDP比
（％） 1.0 0.9 1.6 1.3 0.8 0.6 2.5 7.2 1.5 

国家予算に占める
農業関係予算の割合

(%)
1.4 0.3 - 3.7 1.3 0.4 0.5 9.5 3.9

農林漁業就業者数
（万人） 195 266 698 70 47 29 31 16,402 151

対全産業就業者数比
（％） 2.9 1.6 3.3 2.4 1.1 0.9 2.2 22.2 5.2

農用地面積
（万ha） 461 42,154 16,083 2,830 1,659 1,701 36,324 52,041 157

国土面積に占める
割合（％） 12.2 42.9 37.3 46.7 46.4 69.8 46.9 54.4 15.6

農業経営体数
（万戸） 88 187 907 39 26 21 9 16,804 97

平均経営面積
（ha/戸） 3.6 189.8 17.1 69.6 63.2 80.7 4,202.6 0.8 1.5

○ 対GDP比でみた農林水産業総生産の割合は、他の欧米諸国と同程度。
○ 国土面積に占める農用地面積の割合や平均経営面積は、欧米諸国と比べて低い水準。

資料：FAOSTAT、国連統計、ILOSTAT、農林水産省大臣官房統計部「農業構造動態調査」、輸出・国際局資料。
注：中国は、香港、マカオ及び台湾を除く。

○ 農業の経済的位置付けに関する国際比較
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資料：FAOSTAT（2024年）
注 ：中国は、香港、マカオ及び台湾を除く。

○ 我が国の農産物純輸入額は2024年で518億ドルであり、世界有数の食料輸入国。

○ 世界の農産物の輸出入状況

581 

2,124 

466 
746 

1,251 

648 800 

162 176 

1,960 

356 

63

1,724

653 835 1,022
705

299 113
461

716

96

518 400

187 89
229

57
501

49
285

1,244

260

2,500

1,500

500

500

1,500

2,500

日
本

米
国

カ
ナ
ダ

フ
ラ
ン
ス

ド
イ
ツ

イ
タ
リ
ア

英
国

ス
イ
ス

豪
州

中
国

韓
国

輸入
輸入額 輸出額 純輸入額 純輸出



25

○ 令和７年（２０２５年)における我が国の農産物輸入額は、９兆８，４３１億円となっており、とうもろこ
し、大豆、小麦、豚肉、牛肉などの主要農産物で見ると良好な関係にある国からの輸入が大きい。

○我が国の主要農産物の国別輸入割合（２０２５年）

資料：財務省「貿易統計」を基に農林水産省作成
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注１：シカゴ商品取引所の各月第１金曜日の期近終値の価格である。

注２：過去最高価格については、シカゴ商品取引所の全ての取引日における期近終値の最高価格。

注３：ヤード・ポンド法に基づく体積の単位であり、１ブッシェルは小麦、大豆は約27kg、とうもろこしは約25kg。
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〇 穀物等の国際価格の動向

小麦
6.4ドル

14.3ドル
(2022.3.7)

とうもろこし
 4.4ドル

8.3ドル
(2012.8.21)

2026年８月７日
現在の価格。
□内は過去最高値。

大豆
11.6ドル

17.7ドル
(2012.9.4)

○ 穀物等価格は、とうもろこし、大豆が史上最高値を記録した2012年以降、世界的な豊作等から下落。
2020年後半から南米の乾燥、中国の輸入需要の増加、2021年の北米の北部の高温乾燥、2022年の
ロシアのウクライナ侵攻等により上昇も、侵攻前の水準まで下落。

 とうもろこし、大豆は、ウクライナ侵攻時に高騰も、ブラジル等の豊作から侵攻前の水準まで下落。
直近では、大豆は、米国の高温乾燥による作柄懸念や中国の買付け等を受け上昇傾向。

 小麦は、2022年、ウクライナ侵攻により史上最高値を更新も、ウクライナからの臨時回廊等による
輸出再開などもあり侵攻前の水準まで下落。直近では、米国の高温乾燥や欧州の熱波による作柄懸
念、ウクライナ情勢悪化等を受け上昇傾向。
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○ 我が国の食料自給率は、長期的には低下傾向で推移しており、令和７年度にはカロリーベースで
37％、生産額ベースで66％、摂取熱量ベースで45％。

27

○食料・農業・農村基本計画における
   食料自給率目標（2023年度 → 2030年度）

・供給熱量ベースの食料自給率

 =      ：38% → 45%

・生産額ベースの食料自給率   

=       ：61% → 69%

・摂取熱量ベースの食料自給率 

=          ：45% → 53%

国内消費仕向熱量
（2,203kcal/人・日）

国産供給熱量（841kcal/人・日)

食料の国内消費仕向額
      （18.2兆円）

食料の国内生産額（11.1兆円）

国産供給熱量（841kcal/人・日)

平時における国民の日常生活に
           必要な摂取熱量（1,850kcal/人・日）

○我が国の食料自給率の推移

(%)

（年度）

資料：農林水産省「食料需給表」を基に作成
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○ 小麦、大豆、飼料、油脂類等の自給率は低く、大部分を輸入に依存。
○ 現在の食生活を前提とすると、国内で消費される食料全てを生産するために必要な農地面積は、

国内の農地面積の約3.1倍に相当し、すべてを国産で賄うことは不可能。

○ 輸入している農産物の国産化を推進する一方、国産化が難しい品目については、安定的な輸入
を行っていくことが重要。

食料消費構造と食料自給率の変化 国内で消費される食料全てを
生産するために必要な農地面積（試算）

資料：農林水産省作成 

凡例 輸入部分 自給部分 輸入飼料部分
(自給としてカウントせず)

品目別供給熱量自給率 [％]

【昭和40年度】

品目別供給熱量自給率 [％]

【令和７年度】

（カロリーベース食料自給率 37％）（カロリーベース食料自給率 73％）

資料：農林⽔産省「⾷料需給表」、「耕地及び作付⾯積統計」等を基に作成 
注：1) 1年1作を前提とし、海外に依存している輸⼊品⽬別の農地⾯積は、令和2(2020)〜4(2022)年の数値 

2) 「その他」は、なたねや⼤⻨等を含む 
3) 畜産物は、輸⼊している畜産物の⽣産に必要な牧草・とうもろこし等の数量を当該輸⼊相⼿国の単収を⽤
いて⾯積に換算したもの 

供給熱量割合 [％]
供給熱量 2,459kcal / 人・日

［国産供給熱量 1,799kcal / 人・日］
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○ 食料自給率は、飼料自給率を考慮して計算しているが、令和２年食料・農業・農村基本計画以降、

国内畜産業の生産基盤に着目し、その強化を図っていくことを評価するため、飼料自給率とあわせ

て、輸入飼料による畜産物の生産分を除かない「食料国産率」を公表。

○食料国産率・飼料自給率

資料：農林水産省作成

カロリーベース
食料自給率

カロリーベース
食料国産率

差

総合 37％ 46％ ９ポイント

畜産物 17％ 66％ 49ポイント

牛肉 13％ 50％ 37ポイント

豚肉 ５％ 49％ 44ポイント

鶏肉 ７％ 65％ 58ポイント

鶏卵 11％ 97％ 86ポイント

牛乳・乳製品 30％ 66％ 36ポイント

飼料自給率
純国内産飼料供給量（5,740 TDN千トン）

飼料供給量（23,451 TDN千トン）
＝

24％

カロリーベースの
食料国産率

１人１日当たり国産供給熱量（1,040kcal）

１人１日当たり供給熱量（2,237kcal）
＝

46％

生産額ベースの
食料国産率

食料の国内生産額（15.4兆円）

食料の国内消費仕向額（21.8兆円）
＝

71％

※TDNトン：可消化養分総量（Total Digestible Nutrients）の略で
 家畜が消化できる養分の総量
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○ 現在、米、食糧用小麦、飼料穀物について国として備蓄事業を実施。

○ 備蓄水準は、自給している米については、「国内の不作に対し（緊急輸入等せずに）国産米をもって対
処し得る水準」、多くを輸入に依存している食糧用小麦と飼料穀物については、「不測時に、代替輸入
先からの輸入を確保するまでの期間に対処し得る水準」を確保することを基本に設定。

品目 備蓄水準 備蓄水準の考え方

国
産 米 100万トン程度

10年に１度の不作（作況92）や、通常程度の不作（作況94）が２年連続した
事態にも、国産米をもって対処し得る水準

輸
入

食糧用
小麦

国として
外国産食糧用小麦の
需要量の2.3カ月分

（90万トン程度）

過去の港湾ストライキ、鉄道輸送等の停滞による船積遅延の経験等を考慮した水準

輸
入

飼料
穀物 100万トン程度

不測の事態における海外からの一時的な輸入の停滞、国内の配合飼料工場の被災
に伴う配合飼料の急激なひっ迫等に対処し得る水準

・代替輸入に4.3カ月程度必要
・すでに契約を終了し、海上輸送中の輸入小麦の量は２カ月分程度
・差し引き2.3カ月分程度の備蓄が必要

・過去に備蓄を活用した最大実績は75万トン（東日本大震災時）
・海上輸送中の飼料穀物100万トン程度が存在しており、備蓄飼料穀物と
あわせて２カ月分程度のストックとなり、この間に代替輸入国への変更等が可能

・2001年当時の需要量をベースに設定
（2011年の回転備蓄方式から棚上備蓄方式への変更時に、引き続き100万トン程度として設定）
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○肥料原料の輸入通関価格は、2021年（令和３年）以降に上昇傾向となり、2023年（令和５年）に下落に転じたも
のの、直近の中東情勢などの影響も受けて再び高い水準で推移している。

○燃油価格は、為替や国際的な商品市況等の影響で大きく変動。最近の燃油価格はロシアによるウクライナ侵
略等の影響により、高い水準で推移。中東情勢の影響により、さらに高騰。

○配合飼料価格は、令和２年以降、主な原料であるとうもろこしの国際価格の上昇や為替の影響等により上昇。
令和５年以降は概ね低下傾向で推移していたが、令和８年１月以降は為替が円安に振れたこと等により上昇。

〇 肥料原料の輸入通関価格の推移

※農林水産省調べ
財務省貿易統計における

各原料の輸入額を輸入量で
除して算出。
ただし、月当たりの輸入

量が5,000t台以下の月は前
月の価格を表記。

〇A重油価格（毎月15日）及び原油価格（月平均）の推移 〇配合飼料工場渡価格の推移

資料：（公社）配合飼料供給安定機構「飼料月報」
注：配合飼料価格は、全畜種の加重平均価格である（令和８年５月は速報値）。

資料：農林水産省「農業物価統計調査」、International Monetary Fund、
Organization of the Petroleum Exporting Countries
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尿 素
（N）

りん安
（N・P）

塩化加里
（K）

化学肥料原料の輸入相手国、輸入量

○ 主な化学肥料の原料である尿素、りん安（りん酸アンモニウム）、塩化加里（塩化カリウム）は、ほぼ全量を輸
入。世界的に資源が偏在しているため、輸入相手国も偏在。

○ 尿素はマレーシア及びベトナム、りん安は中国、塩化加里はカナダが主な輸入相手国。
○ 令和３年秋以降、中国による肥料原料の輸出検査の厳格化のほか、ロシアによるウクライナ侵略の影響に

より、我が国の肥料原料の輸入が停滞したことを受け、代替国から調達する動きがみられる。

資料：経済安全保障推進法第48条第１項の規定に基づく調査結果をもとに作成（工業用仕向けのものを除く。）（令和６年7月～令和７年６月）。
注：１）「その他」には、輸入割合が１％未満の国の他、財務省関税課への非公表化処理申請に基づき貿易統計上非公表とされている国を含む。

２）全輸入量には、国産は含まれない。
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○ 国際食糧農業機関（FAO）が定義する食料安全保障（Food Security）を整理。

○ 食料安全保障とは、十分で安全かつ栄養ある食料に「誰でも」「どんなときも」「アクセス（入手・購入）」
できることを指しており、食料安全保障の目標を実現するためには、４つの要素すべてが同時に満たさ
れることが必要。

【国連食糧農業機関（FAO）の定義】

“Food security exists when all people, at all times, have physical, social and 
economic access to sufficient, safe and nutritious food which meets their

 dietary needs and food preferences for an active and healthy life.”
『食料安全保障は、すべての人がいかなる時にも、活動的で、健康的な生活に必要な食生活上の
ニーズと嗜好を満たすために、十分で安全かつ栄養ある食料を、物理的、社会的及び経済的にも
入手可能であるときに達成される状況。』

【食料安全保障の４つの要素】
Food Availability（供給面）

Food Access（アクセス面）

Utilization（利用面）

Stability（安定面）

：適切な品質の食料が十分に供給されているか

：栄養ある食料を入手するための合法的、政治的、経済的、
社会的な権利を持ちうるか

：安全で栄養価の高い食料を摂取できるか

：いつ何時でも適切な食料を入手できる安定性があるか
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